
 

はじめに 
 

少子高齢化の進行に伴う本格的な人口減少社会が現実のものとなる中で、地方では雇用の安定や個

人所得の緩やかな改善がみられ、地域経済の好循環に向けた動きが波及しつつある一方、地方公共団

体を取り巻く環境の変化は厳しさを増しています。地方公共団体は、安心・安全の確保、地域産業の

振興、地域の活性化、公共施設の維持管理等の複雑多様化する課題を地域の特性に即して解決してい

かなくてはなりません。 

また、住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ主体的に取り組むとともに、地域住民が自

らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことが重要となってきています。 

このため、当機構では、地方公共団体が直面している諸課題を多角的・総合的に解決するため、個々

の地方公共団体が抱える課題を取り上げ、当該地方公共団体と共同して、全国的な視点と地域の実情

に即した視点の双方から問題を分析し、その解決方策の研究を実施しています。 

本年度は８つのテーマを具体的に設定しており、本報告書は、そのうちの一つの成果を取りまとめ

たものです。 

本研究の対象である蕨市は、今後、老朽化に伴い更新時期を迎える施設等が増えていく一方、厳し

い財政状況や少子高齢化の進展による人口構造等の変化によって公共施設等の利用需要が変化して

いくと見込まれるため、これまで整備した公共施設等を現状のまま維持・管理していくことが困難と

なってきています。本研究では、市が所有する公共建築物、道路、橋りょう、上下水道といったイン

フラを含む公共施設等について、現状の分析・評価を行うとともに、将来の人口動態、財政状況、更

新費用、市民の意向等を調査し、今後の公共施設等の総合管理の基本的な方向性を検討しました。 

本研究の企画及び実施に当たりましては、研究委員会の委員長及び委員をはじめ、関係者の方々か

ら多くの御指導と御協力をいただきました。 

また、本研究は、公益財団法人 地域社会振興財団の交付金を受けて、蕨市と当機構が共同で行っ

たものです。ここに謝意を表する次第です。 

本報告書が広く地方公共団体の施策展開の一助となれば幸いです。 
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